
 

上下水道地震対策検討委員会 設置趣旨 

 

１． 設置趣旨 

１月１日に発生した能登半島地震は、能登地方の広い範囲で震度６弱～７の揺れを観測するな

ど、甚大な被害をもたらした。特に奥能登地方を中心に上下水道や道路などのインフラについて

の被害が甚大であり、復旧にも多くの時間を要している。 

上下水道施設の地震対策としては、新潟県中越地震や東北地方太平洋沖地震などの教訓をいか

した耐震基準等に基づいて対策を進めてきたところであるが、今回の被災状況を踏まえ、施設の

復旧のあり方を早急に示すとともに、必要な対策方法の見直しや加速化を進める必要がある。 

また、上下水道の復旧にあたっては、今後被災自治体にて検討される復興方針と整合をとりな

がら、人口減少も踏まえた地域にとって持続可能な上下水道の整備の方向性について検討・助

言を行うことが望まれる。 

加えて、今回の能登半島地震は、令和６年４月からの水道行政の国土交通省への移管を踏ま

え、水道、下水道の関係者が組織的に連携して取り組んだ初めての災害となったが、今後の災

害に備えて、上下水道一体でのより効率的な対応を行うため、今回の活動を検証し、改善を

図る必要がある。 

 このため、学識経験者、国土交通省、厚生労働省、地方公共団体、関係団体が参画する「上下

水道地震対策検討委員会」を設置するものである。 

 

 

２． 審議事項 

① 上下水道施設の被害をふまえた今後の地震対策のあり方 

② 被災市町の復興に向けた上下水道の整備の方向性（地域への助言） 

③ 上下水道一体での災害対応のあり方 
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